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第１ 地域相談支援給付費の概要  

地域相談支援給付費は、都道府県・指定都市・中核市の指定を受けた「指定

一般相談支援事業者」が、下記のサービスを行った際に支給される。  

  指定一般相談支援事業者は、他の障害福祉サービスと同様に対象障がい者の

代わりに法定代理受領で地域相談支援給費を受けることになる。  

  なお、地域相談支援給付費は、全額を公費で負担するため、利用者負担は無

い。 

 

１ サービスの内容 

（1）地域移行支援 (法第５条第 18 項） 

障害者支援施設等に入所している障がい者又は精神科病院に入院してい

る精神障がい者その他の地域における生活に移行するための活動に関する

相談その他の必要な支援を行う。 

 

（2）地域定着支援（法第５条第 19 項） 

居宅において単身等で生活する障がい者につき、常時の連絡体制を確保し、

障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他必要な支援を行

う。 

 

２ 事業の実施者 

都道府県・指定都市・中核市が指定する「指定一般相談支援事業者」が実施  

する。  

  

 

 

 

 

指定一般相談支援（地域移行支援・地域定着支援）事業者用マニュアル  平成 29 年 4 月 1 日  

地域相談支援給付費の申請及び支給について  
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第２ 地域相談支援の対象者  

１ 地域移行支援（共通項目）  

   以下の者のうち、６か月以内に地域生活への移行が見込まれ、地域生活への

移行のための支援が必要と認められる者  

（1）障害者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設又は療養介護を行う病院に入

所している障がい者  

  ※ 児童福祉施設に入所する 18 歳以上の者、障害者支援施設等に入所する

15 歳以上の障がい者みなしの者も対象。  

 

（2）精神科病院（精神科病院以外で精神病室が設けられている病院を含む）に

入院している精神障がい者  

   ※ 申請者が精神科病院に入院する精神障がい者の場合については、長期

に入院していることから地域移行に向けた支援の必要性が相対的に高い

と見込まれる直近の入院期間が１年以上の者を中心に対象とすることと

するが、直近の入院期間が１年未満である者であっても、例えば、措置

入院者や医療保護入院者で住居の確保などの支援を必要とする者や地域

移行支援を行わなければ入院の長期化が見込まれる者についても対象。  

   ※ 地域移行支援の対象となる精神科病院には、医療観察法第２条第４項

の指定医療機関も含まれており、医療観察法の対象となる者に係る支援

に当たっては保護観察所と連携すること。  

   

（3）救護施設又は更生施設に入所している障がい者  

 

（4） 刑事施設（刑務所、少年刑務所、拘置所）、少年院に収容されている障

がい者  

※ 保護観察所、地域生活定着支援センターが行う支援との重複を避け、役

割分担を明確にする観点等から、特別調整の対象となった障がい者（特別

調整対象者の選定は保護観察所が行う。）のうち、矯正施設から退所する

までの間に障害福祉サービスの体験利用や体験宿泊など矯正施設在所中

に当該施設外で行う支援の提供が可能であると見込まれるなど指定一般

相談支援事業者による効果的な支援が期待される障がい者を対象とする。  

 

（5）  更生保護施設に入所している障がい者又は自立更生促進センター、就業

支援センター若しくは自立準備ホームに宿泊している障がい者  
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２ 地域定着支援 

居宅において単身で生活する障がい者のうち、以下の理由により地域生活を

継続していくための常時の連絡体制を確保による緊急等の支援体制が必要と

見込まれる者。  

（1）障害者支援施設等や精神科病院から退所・退院した者  

（2）居宅において家族との同居から一人暮らしに移行した者  

（3）認定調査項目「２－10 日常の意思決定」が「部分的な支援が必要」または

「全面的な支援が必要」に該当し、地域生活が不安定な者  

なお、居宅において家族等と同居している障がい者のうち、同居している家

族等が障がい、疾病等（注１）のため、障がい者に対し、同居している家族等

による緊急時等の支援が見込まれない状況にある者で、上記（1）、（3）に該当

する場合も対象とする。  

注１）障がい、疾病等の「等」は、家族等が高齢、入院又は就労している場

合や利用者の障がい特性に起因した理由により家族等に対して他害行為

を行うなど当該利用者への緊急時の支援が困難な場合を想定（Ｈ27 年度

障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（（平成 27 年 3 月 31 日厚

生労働省障害福祉課事務連絡）問 59）  

 

※ 共同生活援助、宿泊型自立訓練の入居者に係る常時の連絡体制の整備、緊

急時の支援等については、通常、当該事業所の世話人等が対応することとな

るため、対象外。  

※ 医療観察法の対象となる者に係る支援に当たっては保護観察所と連携す  

ること。 
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第３ 地域相談支援給付費の支給単位  

１ 地域移行支援 

  地域移行支援は、訪問相談や同行支援、関係機関との調整等を一体的に実施

するものであることから、包括的にサービスを評価し、毎月定額の報酬を算定

する仕組みであり、その上で、特に支援が必要となる場合等については、実績

に応じて加算報酬を算定する。   

 

◎毎月の包括的なサービスの評価  

地域移行支援サービス費  ２，３２３単位／月  

※事業者が地域移行支援計画を作成しない場合や、利用者との対面による

支援を月に２日以上行わない場合には、所定単位数を算定しない。    

◎特に支援が必要となる場合等の評価  

退所・退院月加算  

（退院、退所等をする日が属する月（翌月の初日等で

あるときは、退院、退所等をする日が属する月の前月）

の場合に算定）  

２，７００単位／月  

初回加算  ５００単位／月  

集中支援加算  

（退院・退所月以外に月６日以上支援を行った場合に

算定）  

５００単位／月  

障害福祉サービス事業の体験利用加算  

（障害福祉サービス事業の体験利用を行った場合に、

15 日以内に限り算定  

３００単位／日  

体験宿泊加算（Ⅰ）  

（一人暮らしに向けた体験宿泊を行った場合に、同加

算（Ⅰ）及び（Ⅱ）を合計して 15 日以内に限り算定） 

３００単位／日  

体験宿泊加算（Ⅱ）  

（夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な見守り等の

支援を行い、一人暮らしに向けた体験宿泊を行った場

合に同加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）を合計して 15 日以内に

限り算定）  

７００単位／日  

特別地域加算（中山間地域等に居住している者

に対して支援を行った場合に算定）  
＋１５／１００  

※体験宿泊加算の日数については、利用開始日及び終了日の両方を算定で

きるものであること（留意事項通知第三の１ (7)③）  
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２ 地域定着支援 

  地域定着支援については、常時の連絡体制を確保するための報酬を毎月定額

で算定するとともに、緊急時の支援を行った場合に支援日数に応じて実績払い

により評価する仕組みとする。 

地域定着支援サービス費（体制確保費）  ３０２単位／月  

地域定着支援サービス費（緊急時支援費）  ７０５単位／日  

特別地域加算（中山間地域等に居住している者に

対して支援を行った場合に算定）  
＋１５／１００  
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第４ 支給申請から地域相談支援給付費支払までの流れ 

①介護給付費・訓練給付費等支給申請書受理
利用者（相談支援事業者）→区

②地域相談支援給付決定 給付決定通知・受給者証送付
区→利用者 有効期間記載

⑥地域相談支援給付費の請求
相談支援事業者→国民健康保険団体連合会（国保連）→札幌市

⑦地域相談支援給付費受領
市→国保連→相談支援事業者

③重要事項説明・地域相談支援利用契約締結

勘案事項及び障害支援区分認定調査項目の調査
区→利用者

⑤地域相談支援のサービスの提供

◎地域移行支援（法第5条第18項）

住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談
その他の必要な支援

◎地域定着支援（法第5条第18項）
常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に相談

その他必要な支援

⑧代理受領通知
相談支援事業者→利用者

※ 地域移行支援から地域定着支援に移行する場合には、改めて①の申請が必要となる。

サービス利用意向聴取 区→利用者

④契約内容報告書の提出
相談支援事業者→区
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第５ 支給申請から給付決定まで  

 １ 支給申請 

   申請者は援護の実施者である区保健福祉部に対して、利用を希望する地域

相談支援の種類ごとに支給申請を行う。  

（1）申請の種類 

  ア 地域移行支援  

  イ 地域定着支援  

（2）申請に必要な書類 

  ア 介護給付費・訓練給付費等支給申請書（様式２－１）  

  イ 世帯状況・収入等申告書（様式３）  

  ウ 障害福祉サービス受給者証（地域相談支援給付決定を受けている場合） 

  エ 計画相談支援給付費等申請書  

   平成 29 年２月より地域相談支援の利用者は、計画相談支援が原則とな

ったことに留意のこと。  

※ 申請の取り下げは、介護給付費等支給申請取下書（様式５）による。  

 

２ 勘案事項及び障害支援区分認定調査項目の調査 

申請書の受理後、区保健福祉部において、対象者の状況を把握して適切に地

域相談支援給付決定を行うため勘案事項の調査を行う。このため、障害支援区

分の認定は不要だが、障害支援区分認定調査の調査項目に係る調査を実施する。 

  

３ 給付決定 

  支給申請が行われたときは、区保健福祉部において、申請者が対象者要件に

該当するかどうか判断のうえ支給の要否を決定し、給付決定をしたときは「給

付決定通知書」により、却下を決定した場合は「却下決定通知書」により申請

者に通知する。  

（1）地域相談支援給付量 

 有効期間中における各月における暦日数 →運用上「31」日と表記。  

（2）有効期間 

 ア 地域移行支援 

   給付決定日の属する月を除き６か月以内。ただし給付決定日が月の初日で

ある場合は、給付決定日の属する月を含め６か月以内。  

更新については、必要性が認められると判断される書類（アセスメント票

など）の提出があり、引き続き地域移行支援を提供することによる地域生活

への移行が具体的に見込まれる場合には、原則として１回に限り更新が可能。 
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    更なる更新が必要な場合は、認定審査会の個別審査を経て必要と認めら

れた場合に限り更新が可能。  

 

 イ 地域定着支援 

給付決定日の属する月を除き１年以内。ただし給付決定日が月の初日であ

る場合は、給付決定日の属する月を含め１年以内。  

   対象者や同居する家族等の心身の状況や生活状況、緊急時支援の実績等を

踏まえ、引き続き地域生活を継続していくための緊急的な支援体制が必要と

見込まれる場合には、必要性を判断できる書類の提出等により、１年間の範

囲内で更新が可能。（更なる更新についても、必要性が認められる場合につ

いては更新可。）  

 ※ 障害福祉サービスを併給する場合の有効期間終期は、障害支援区分認定の

終期月に合わせるものとする。区分認定がなされていない場合は併給する障

害福祉サービスの有効期間の終期月に合わせるものとする。  

（3）受給者証の交付 

   給付決定をしたときは、利用者あてに受給者証が交付される。（新しい受

給者証が発行された際には、旧受給者証を返還する。）  

   受給者証には、地域相談支援の種類や給付量、給付決定の有効期間などが

記載される。  

 

４ 利用契約の締結について 

地域相談支援を提供するにあたっては、利用者と指定一般相談支援事業者が、

利用契約を締結しなければならず、利用契約を締結したことを市町村に報告し

なければならない。  

  利用契約締結後、速やかに「契約内容報告書」を区保健福祉部に提出するこ

と。  

   なお、契約内容変更のために新たに契約を締結した場合や、指定一般相談支

援事業者を変更する等の理由で契約を終了する場合にも、「契約内容報告書」

の提出が必要となる。  

・新規に契約を締結した場合  

⇒契約期間始期を記載  

・契約の内容を変更し、新たに契約を締結した場合  

⇒変更後の契約期間始期と変更理由  

・契約を終了した場合  

⇒契約期間終期を記載  
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第６ 地域移行支援の実施について 

 地域移行支援の具体的取扱方針については、「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）」に基づく「指定

地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準」（平成 24 年 3 月 13 日厚生

労働省令第 27 号、以下「基準省令」という。）に規定されている。以下２～５

に主な項目を掲載するが、実施にあたってはあらかじめ基準省令を参照するこ

と。 

 

１ 地域移行支援の流れのイメージ 

  【初期段階】 

   ○ 地域移行支援計画の作成（利用者の具体的な意向の聴取や、精神科病

院・入所施設等の関係者との個別支援会議の開催等を踏まえて作成）  

   ○ 対象者への地域生活移行に向けた訪問相談、利用者や家族等への情報

提供等（信頼関係構築、退院に向けた具体的イメージ作り）  

 

  【中期段階】 

   ○ 対象者への訪問相談（不安や動機づけの維持のための相談）  

   ○ 同行支援（地域生活の社会資源や公的機関等の見学、障害福祉サービ

ス事業所の体験等）  

   ○ 自宅への外泊、一人暮らしや共同生活援助（グループホーム）等の体  

験宿泊  

   ○ 関係機関との連携（精神科病院・入所施設等との個別支援会議開催や

調整等）  

 

  【終期段階】 

   ○ 住居の確保の支援（退院・退所後の住居の入居手続きの支援）  

   ○ 同行支援（退院・退所後に必要な物品の購入、行政手続き等）  

   ○ 関係機関との連携・調整（退院・退所後の生活に関わる関係機関との

連絡調整）  

 

２ 地域移行支援計画の作成等（基準省令第 20 条・解釈通知第二の 2(14)） 

  地域移行支援を行う事業者は、利用者の意向、適性、障がいの特性その他の

事情を踏まえた地域移行支援に係る計画（地域移行支援計画）を作成する必要

がある。  
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（1）アセスメントの実施  

 ア 計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者について、その心身

の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利

用者の希望する生活や課題等の把握（アセスメント）を行い、利用者が独立

した日常生活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容を

検討しなければならない。  

 イ アセスメントの実施に当たっては、利用者に面接して行わなければならな

い。この場合、面接の趣旨を利用者に対して十分に説明し、理解を得なけれ

ばならない。  

 

（2）地域移行支援計画の原案作成  

ア アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、利用者及びその家族の生

活に対する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課

題、地域移行支援の目標及びその達成時期並びに地域移行支援を提供する上

での留意事項等を記載した計画の原案を作成しなければならない。  

 イ 計画の原案の内容について、計画作成に係る会議（障害者支援施設等又は

精神科病院における担当者等を招集して行う会議をいう。）を開催し、意見

を求めるものとする。  

 ウ 計画の原案の内容について利用者又はその家族について説明し、文書によ

り利用者の同意を得なければならない。  

 

（3）利用者への計画の交付と作成後の見直し  

 ア 計画を作成した際には、当該計画を利用者に交付しなければならない。  

 イ 計画の作成後においても、適宜、計画の見直しを行い、必要に応じて計画

の変更を行うものとする。  

 

３ 相談及び援助（基準省令第 21 条・解釈通知第二の 2(15)） 

（1）面接  

 地域移行支援の提供にあたっては、利用者に面接し、利用者の心身の状況、

その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者の住居の確保その他の

地域における生活に移行するための活動に関する相談に適切に応じるとと

もに、必要な助言その他の援助を行うものとする。  

（2）同行支援  

 利用者の住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に

関する障害者支援施設等又は精神科病院からの外出に際し、当該利用者に対
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して、同行による必要な支援を行うものとする。  

（3）実施頻度  

   面接又は同行による支援は、概ね１週間に１回行うものとし、少なくとも、

１か月に２回、行わなければばらない。  

 

４ 障害福祉サービスの体験的な利用（基準省令第 22 条・解釈通知第二の 2(16)） 

   地域移行支援を行う事業者は、利用者の心身の状況、その置かれている環

境等に応じて、障害福祉サービス事業者等への委託により、地域における生

活に移行するための障害福祉サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援

又は就労継続支援に限る。）の体験的利用を行うものとする。  

 

５ 一人暮らしに向けた体験的な宿泊（基準省令第 23 条・解釈通知第二の 2(17)） 

（1）地域移行支援を行う事業者は、利用者の心身の状況、その置かれている環

境等に応じて、当該利用者との常時の連絡体制を確保しつつ、地域における

生活に移行するための単身での生活に向けた体験的な宿泊を行う。  

（2）体験的な宿泊について、障害福祉サービス事業者等に委託することができ

る。  

（3）体験的な宿泊は、体験的な宿泊を行うために必要な広さの居室を有するほ

か、体験的な宿泊を行うために必要な設備を設けられた場所において行わな

ければならない。  

（4）体験的な宿泊は、衛生的に管理された場所において行わなければならない。  

 

第 7 地域定着支援の実施について  

地域定着支援の実施にあたっては、地域移行支援と同様、基準省令を参照す

ること。以下に主な項目を掲載。 

１ 地域定着支援台帳の作成等（基準省令第 42 条・解釈通知第三の 2(2)） 

（1）地域定着支援を行う事業者は、利用者の心身の状況、その置かれている環

境、緊急時において必要となる家族、当該利用者が利用する指定障害福祉サ

ービス事業者等、医療機関等の関係機関の連絡先その他の利用者に関する情

報を記載した地域定着支援に係る台帳（地域定着支援台帳）を作成しなけれ

ばならない。  

（2）台帳の作成にあたっては、適切な方法により、利用者について、その心身

の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利

用者が地域において日常生活を営むうえでの課題等の把握（アセスメント）

を行い、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の必要な支
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援を適切に行えるよう備えなければならない。  

（3）アセスメントに当たっては、利用者に面接して行わなければならない。こ

の場合において、職務に従事する者は、面接の趣旨を利用者に対して十分に

説明し、理解を得なければならない。  

（4）台帳の作成後においても、適宜、地域定着支援台帳の見直しを行い、必要

に応じて、地域定着支援台帳の変更を行うものとする。  

 

 

２ 常時の連絡体制の確保等（基準省令第 43 条・解釈通知第三の 2(3)） 

（1）常時の連絡体制の確保  

 地域定着支援を行う事業者は、利用者の心身の状況及び障害の特性等に応

じ、適切な方法により、当該障害者との常時の連絡体制を確保するものとす

る。  

  ※ 「常時の連絡体制」については、携帯電話による体制によることも可。 

また、緊急の事態に対して速やかに駆け付けられる体制を確保するこ

とが前提。  

（2）利用者宅への訪問  

   事業者は、利用者の居宅への訪問を行い、利用者の状況を把握するものと

する。  

 

３ 緊急の事態への対処等（基準省令第 44 条・解釈通知第三の 2(4)） 

  地域定着支援を行う事業者は、緊急事態への対処等のため次の事項を行う必

要がある。  

（1）利用者の特性に起因して生じた緊急の事態が生じた場合その他必要な場合

には、速やかに当該利用者の居宅への訪問等による状況把握を行わなければ

ならない。  

（2）上記（1）の状況把握を踏まえ、当該利用者が置かれている状況に応じて、

当該利用者の家族、当該利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者等そ

の他の関係機関との連絡調整、緊急の場合における一時的な滞在による支援

その他の必要な措置を講じなければならない。  

（3）滞在による支援については指定障害福祉サービス事業者等に委託すること

ができる。  

（4）滞在による支援を行うために必要な広さの区画を有するとともに必要な設

備及び備品等を備えなければならない。  

（5）滞在による支援を行う場所を衛生的に管理しなければならない。  
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第８ 地域相談支援給付費の請求に係る留意点  

  札幌市では、障害福祉サービスと同様に、地域相談支援給付費についても、

支払事務を、「国民健康保険団体連合会」（国保連）に委託している。  

相談支援事業者は、地域相談支援給付費の請求を国保連に行う。  

国保連では、電子データにより請求を受け付けることになり、所定のフォー

ムを使用することになる。  

 

第９ その他  

１ 地域相談支援給付決定の取り消し 

利用者の死亡、市外転出、その他認定に係る要件を満たさなくなったときは、

区保健福祉部において、給付決定の取り消しを行う。  

     

２ 地域相談支援給付決定の更新 

   地域相談支援給付決定の有効期間が終了した場合において、地域相談支援

給付決定障害者が引き続き地域相談支援の利用を希望するときは、新規手続

きと同様に、改めて支給申請が必要となる。  

 

 

 
＜参考＞  

 一般社団法人 支援の三角点設置研究会では、一般指定相談支援事業者

や相談支援専門員のために、申請から退院までの支援の流れが分かる「障

害者地域相談のための実践ガイドライン」を以下のホームページで公表し

ています。 

  http://sankakuten.sakura.ne.jp/blog/  

 

 


